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第１章 土佐清水市人口ビジョンの位置づけ 

第１節 土佐清水市人口ビジョン策定の目的 

我が国は、急速な少子高齢化の進展を迎えており、とりわけ地方の人口減少、高齢化は顕

著となっています。これに対し国は、人口の現状と将来の姿を示し、目指すべき将来の方向性

として「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を定め、人口

減少対策・地方活性化に総合的に取り組んできました。 

これらを踏まえ、本市においては人口の現状と将来の展望を提示する土佐清水市人口ビジ

ョンの策定を行います。策定にあたっては、国の考え方を参考にしながら、本市の地域特性に

沿った人口推計・展望を行うものとします。また、この土佐清水市人口ビジョンを踏まえて、本

市における今後の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「土佐清水市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略（土佐清水市総合振興計画実施計画）」を、別途策定するものとしま

す。 

 

第２節 土佐清水市人口ビジョンの期間 

土佐清水市人口ビジョンの期間は、2060 年（令和４２年）までとします。 

なお今後、「土佐清水市総合振興計画」及び「土佐清水市まち・ひと・しごと創生総合戦略

（土佐清水市総合振興計画実施計画）」の見直しの際に、社会情勢や地域の実情を勘案し、人

口ビジョンの見直しの必要性を判断するものとします。 
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第２章 人口の現状分析 

第１節 人口の推移 

（１）総人口・年齢３区分 

本市の総人口は一貫して減少傾向にあり、1995 年（平成７年）に 20,000 人を割り込ん

でいます。2020 年（令和２年）には 12,388 人となっています。 

高齢化率は一貫して増加傾向にあり、2000 年（平成 12 年）に 30％を超えています。

2020 年（令和２年）には高齢者が人口の半数を超え、高齢化率が 50.5％となっています。 

 

人口推移 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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（２）人口増減 

本市では、２００８年（平成２０年）頃から自然減が毎年２００人を超えるようになり、人口減

少に拍車をかけるようになっています。社会減もマイナスが継続しているものの、近年人口

減少に大きな影響を与えているのは、自然減となっています。 

 

人口増減の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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第２節 自然増減 

（１）自然増減の推移 

本市の人口の自然増減は、長期的な出生数の減少により、一貫して減少傾向にあり、また

その減少数は拡大傾向にあります。 

自然増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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出生数の減少の要因として、15～49 歳の若年層の男女人口の長期的な減少傾向があ

り、2020 年（令和２年）には男女とも 2000 年（平成１２年）のおよそ半数ほどの水準となっ

ています。 

１５～４９歳の男女人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

（２）未婚率の推移 

①15 歳以上 

１５歳以上の未婚率は、男女とも県平均を下回って推移しています。次頁のデータから、現

役世代の未婚率は県平均よりも高いことから、６０歳以上の世代の未婚率が低いと考えられ

ます。 

１５歳以上の未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

※未婚とは、一度も結婚したことがない人をいう。 
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②25～34 歳 

いわゆる結婚適齢期といわれる２５～３４歳の未婚率は、本市においては増加傾向にあ

り、２０２０年（令和２年）には男女とも県平均を上回っています。 

２５～３４歳の未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

③生涯未婚率 

生涯未婚率は、男女とも県平均を上回っています。 

生涯未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

 

※生涯未婚率とは 50歳時点で結婚歴がない人の割合で、国勢調査からは 45～49歳と 50～54歳の未

婚率の平均で算出される。 



10 

-84-70

-190

-44

-121-111
-70

-176

-56
-108

-64
-113

-136

-203
-176

-43
-77-94

-36

-126
-161-152

-128

-75-94-110
-153

-122

-63-61

-400

-200

0

200

400

600

800

1,000

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2023

社会増減 転入数 転出数

(人)

(年)

第３節 社会増減 

（１）社会増減の推移 

本市の人口の社会増減は、一貫して転出者が転入者を上回っています。転入数・転出数

ともに２０１３年（平成２５年）ごろまで減少傾向にありましたが、２０１４年（平成２６年）以降、

転入者は毎年３００人前後で推移しています。 

 

社会増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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（２）年齢別社会増減 

①年齢別社会増減の推移 

本市の２０２３年（令和５年）及び２０２４年（令和６年）の社会増減を年齢別にみると、進学

や就職による 20 歳代の社会減が最も多い傾向にあります。 

 

年齢別社会増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国際移動や年齢不詳者は除外しているため、前ページの社会増減とは一致しません。 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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②年齢別社会増減の長期的動向 

全体として、人口減少に伴い人口移動の規模は縮小傾向にあります。男女とも１０～２０歳

代前半にかけて転出超過傾向にあります。 

 

年齢別社会増減の長期的動向 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：RESAS 地域経済分析システム 
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（３）地域間移動 

①社会移動の概況 

本市の２０２４年（令和６年）の社会移動をみると、高知市・四万十市との間で移動が起こっ

ており、いずれも転出超過となっています。また、県外との移動も、転出超過となっています。 

 

２０２４年（令和６年）の社会移動 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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②地域別社会移動 

全体としては転出超過の状況にあり、特に高知市・四万十市への転出が顕著です。 

 

２０２４年（令和６年）の地域別社会移動 

 転入数 転出数 

高知市 38 64 

四万十市 22 66 

その他県内 56 37 

大阪府 28 29 

兵庫県 17 16 

その他県外 93 125 

総数 254 337 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（令和６年） 
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③男女別年齢別社会移動 

男性は特に２０～２９歳の転出超過が大きく、高知市・四万十市への転出超過が顕著で

す。 

２０２４年（令和６年）の地域別社会移動（男性） 

男性 
０～９歳 １０～１９歳 ２０～２９歳 

転入数 転出数 転入数 転出数 転入数 転出数 

高知市 2 2 1 1 4 10 

四万十市 1 2 2 4 3 10 

その他県内 2 2 4 1 5 4 

大阪府 3 0 1 1 1 3 

兵庫県 0 1 0 1 4 4 

その他県外 4 4 1 6 13 24 

総数 12 11 9 14 30 55 

 

男性 
３０～3９歳 4０～4９歳 5０～5９歳 

転入数 転出数 転入数 転出数 転入数 転出数 

高知市 4 7 4 4 0 3 

四万十市 1 4 2 3 1 0 

その他県内 4 4 2 4 4 4 

大阪府 1 2 2 0 0 1 

兵庫県 1 2 1 0 0 0 

その他県外 11 10 6 11 16 6 

総数 22 29 17 22 21 12 

 

男性 
60 歳以上 

転入数 転出数 

高知市 0 5 

四万十市 1 8 

その他県内 4 3 

大阪府 3 4 

兵庫県 3 0 

その他県外 17 2 

総数 28 22 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（令和６年） 
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女性も特に２０～２９歳の転出超過が大きく、男性よりもやや県外転出の傾向がみられま

す。 

 

２０２４年（令和６年）の地域別社会移動（女性） 

女性 
０～９歳 １０～１９歳 ２０～２９歳 

転入数 転出数 転入数 転出数 転入数 転出数 

高知市 2 1 1 5 7 10 

四万十市 0 4 1 2 2 5 

その他県内 1 0 6 3 8 3 

大阪府 0 0 0 1 1 7 

兵庫県 0 0 0 0 1 5 

その他県外 3 4 4 10 16 22 

総数 6 9 12 21 35 52 

 

女性 
３０～3９歳 4０～4９歳 5０～5９歳 

転入数 転出数 転入数 転出数 転入数 転出数 

高知市 2 6 4 1 4 1 

四万十市 1 3 1 5 4 7 

その他県内 6 2 1 3 1 2 

大阪府 1 3 1 1 0 0 

兵庫県 3 0 1 0 2 0 

その他県外 10 9 2 7 4 2 

総数 23 23 10 17 15 12 

 

女性 
60 歳以上 

転入数 転出数 

高知市 1 8 

四万十市 1 9 

その他県内 4 4 

大阪府 0 6 

兵庫県 1 3 

その他県外 5 6 

総数 12 36 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（令和６年） 
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④男女別年齢別純社会移動 

男女とも特に２０～２９歳の転出超過が大きく、女性は男性よりもやや県外転出の傾向が

みられます。 

 

２０２４年（令和６年）の男女別年齢別純社会移動 

男性 ０～９歳 １０～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０歳以上 

高知市 0 0 -6 -3 0 -3 -5 

四万十市 -1 -2 -7 -3 -1 1 -7 

その他県内 0 3 1 0 -2 0 1 

大阪府 3 0 -2 -1 2 -1 -1 

兵庫県 -1 -1 0 -1 1 0 3 

その他県外 0 -5 -11 1 -5 10 15 

総数 1 -5 -25 -7 -5 9 6 

 

女性 ０～９歳 １０～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０歳以上 

高知市 1 -4 -3 -4 3 3 -7 

四万十市 -4 -1 -3 -2 -4 -3 -8 

その他県内 1 3 5 4 -2 -1 0 

大阪府 0 -1 -6 -2 0 0 -6 

兵庫県 0 0 -4 3 1 2 -2 

その他県外 -1 -6 -6 1 -5 2 -1 

総数 -3 -9 -17 0 -7 3 -24 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（令和６年） 
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第４節 産業 

①産業別就業人口 

２０２０年（令和２年）の産業別就業人口をみると、第３次産業が 3,390 人と最も高く、次

いで第２次産業が９００人、第１次産業が７５０人となっています。 

いずれの産業人口も減少傾向にあり、特に第１次産業は１９８５年（昭和６０年）と比較する

と、２０２０年（令和２年）までに約７割減少していることになります。 

 

産業別就業人口の推移 

 

出典：「国勢調査」 
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②産業別男女別就業人口（大分類） 

男性は、漁業、建設業、卸売業・小売業の順に、就業者数が多くなっています。漁業では、

７０～７９歳の就業者が最も多く、建設業では６０～６９歳、卸売業・小売業では４０～４９歳と

なっています。 

 

男性 
15～

29 歳 

30～

39 歳 

40～

49 歳 

50～

59 歳 

60～

69 歳 

70～

79 歳 

80 歳

以上 
合計 

農業・林業 9 14 46 27 50 48 20 214 

うち農業 9 7 33 19 43 45 20 176 

漁業 36 22 45 71 81 94 15 364 

鉱業・採石業・砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0 0 

建設業 14 31 89 70 109 43 5 361 

製造業 19 35 61 49 36 25 3 228 

電気・ガス・熱供給・水道業 1 4 4 5 0 0 0 14 

情報通信業 1 0 3 0 0 0 0 4 

運輸業・郵便業 5 15 40 42 38 21 2 163 

卸売業・小売業 30 50 75 58 53 36 15 317 

金融業・保険業 7 4 5 9 0 0 0 25 

不動産業・物品賃貸業 1 0 0 3 0 0 0 4 

学術研究・専門・技術サービス業 4 4 10 10 4 10 0 42 

宿泊業・飲食サービス業 7 11 23 29 37 26 4 137 

生活関連サービス業・娯楽業 4 4 15 18 8 20 3 72 

教育・学習支援業 12 10 5 28 18 0 0 73 

医療・福祉 30 45 63 43 34 15 2 232 

複合サービス事業 7 9 16 28 10 0 0 70 

サービス業（他に分類されないもの） 10 14 38 26 50 34 4 176 

公務（他に分類されるものを除く） 44 52 51 47 24 0 0 218 

分類不能の産業 1 0 7 6 5 4 1 24 

合計 251 331 629 588 600 421 94 2,914 

出典：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 

 

※就業者とは、本市で就業している者のことで、居住地は問わない。 
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女性は、医療・福祉、卸売業・小売業、製造業の順に、就業者数が多くなっています。医

療・福祉では、５０～５９歳の就業者が最も多く、卸売業・小売業では５０～５９歳、製造業で

は４０～４９歳となっています。 

 

女性 
15～

29 歳 

30～

39 歳 

40～

49 歳 

50～

59 歳 

60～

69 歳 

70～

79 歳 

80 歳

以上 
合計 

農業・林業 1 0 9 11 27 38 11 97 

うち農業 0 0 8 11 27 38 11 95 

漁業 0 4 11 20 25 11 0 71 

鉱業・採石業・砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0 0 

建設業 2 7 17 14 12 10 0 62 

製造業 7 26 71 62 54 27 2 249 

電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 

情報通信業 0 0 3 0 0 0 0 3 

運輸業・郵便業 0 0 0 9 4 4 0 17 

卸売業・小売業 33 50 62 80 74 43 19 361 

金融業・保険業 11 5 11 12 0 0 0 39 

不動産業・物品賃貸業 0 0 0 0 0 0 0 0 

学術研究・専門・技術サービス業 3 0 7 0 0 0 0 10 

宿泊業・飲食サービス業 14 15 34 38 71 55 6 233 

生活関連サービス業・娯楽業 2 11 15 23 19 21 3 94 

教育・学習支援業 13 16 20 44 23 0 2 118 

医療・福祉 46 98 173 177 149 24 1 668 

複合サービス事業 2 8 10 16 11 0 0 47 

サービス業（他に分類されないもの） 1 15 26 17 23 20 2 104 

公務（他に分類されるものを除く） 16 32 24 17 7 0 0 96 

分類不能の産業 1 0 6 4 0 4 1 16 

合計 152 287 507 555 526 295 58 2,380 

出典：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 
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③労働力人口 

労働力人口は減少傾向が続いています。完全失業者・完全失業率は２０１０年（平成２２

年）をピークとして、減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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第３章 人口ビジョン 

第１節 これまでの人口展望 

２０１５年（平成２７年）の土佐清水市人口ビジョンの人口展望は、２０４０年（令和２２年）に約

10,000 人の人口を確保することを掲げてきました（自然体推計では 8,677 人）。その前提と

して、合計特殊出生率を２０３０年（令和１２年）に 1.84、２０４０年（令和２２年）に 2.07、２０６０

年（令和３２年）に 2.27 の水準を実現するとともに、社会増減ゼロを実現することとしていまし

た。 

結果として、２０２０年（令和２年）の国勢調査の総人口は、人口展望よりも 1,200 人以上少

ないものとなっており、自然体推計と比較しても５年ほど人口減少は早く進んでいます。 

 

推計値の比較 

単位：人 

2020 年 

（令和２年） 

2030 年 

（令和１２年） 

2040 年 

（令和２２年） 

2050 年 

（令和３２年） 

2060 年 

（令和４２年） 

平成２７年の人口展望 

（平成２７年の自然体推計） 

13,669 

（13,460） 

11,661 

（10,942） 

10,018 

（8,677） 

8,950 

（6,771） 

8,357 

（5,259） 

国勢調査の総人口 12,388 ― ― ― ― 

 

２０１５年（平成２７年）の土佐清水市人口ビジョンの人口展望は、国、県の総合戦略が掲げる

目標を勘案したものですが、結果として上記の比較にあるようにすでに乖離がみられており、

地域の実情にあわせた人口展望が求められます。 

このことから、本計画における人口ビジョンでは、厳しい現状を踏まえ、実現不可能な前提に

よる人口を目指すのではなく、実現に向けたイメージをしやすい人口展望を設定します。その

ため、出生や社会移動において現実的な数値設定を行い、その結果を本計画の人口展望とし

ます。 
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第２節 人口展望の前提 

（１）前提の比較 

２０１５年（平成２７年）の人口展望と、本計画の人口展望の前提を比較したものが、次の表

です。 

項 目 本計画の人口展望 これまでの人口展望 

初期値 ①基準人口・手法 
住民基本台帳をベースとしたコ

ーホート要因法による推計 

国勢調査をベースにしたコーホ

ート要因法による推計 

出生 ②合計特殊出生率 ２０３０年以降１．３を維持 
２０２０年以降増加に転じ、２０５０

年には 2.27 まで増加 

死亡 ③生残率 社人研公表の高知県生命表を採用。（２０２２・２０２３年の平均） 

転入出 ④純移動率 
２０３０年以降に、移動率が２０％

改善 

２０２０年以降は社会増減ゼロ 

 

（２）前提の詳細 

①基準人口・手法 

推計手法については、これまでの人口展望と同じコーホート要因法で行いますが、本計画

の人口展望では基準とする人口データを住民基本台帳に変更します。 

これまで活用していた国勢調査は、５年ごとの推移であり、本計画策定時の最新の値は

2020 年（令和２年）と、時間差のあるものになります。住民基本台帳であれば、毎年の推移

がみられ、直近の人口変動を活かした人口推計が可能です。 

②合計特殊出生率 

高知県の合計特殊出生率（人口動態統計）は、２０２３年（令和５年）が 1.3、２０２４年（令

和６年）が 1.25 となっています。本市の合計特殊出生率は、こどもと女性の人口比からは県

水準より低いと考えられ、県水準までの回復を目指します。 

③生残率 

年齢ごとの死亡率については、厚労省等のオープンデータでは市町村の実績は公表され

ておらず、社人研の公表する高知県の生命表を活用することとします。 

④純移動率 

本計画では２０３０年（令和１２年）に社会減を４０人まで抑制することを掲げており、これを

実現するために必要な、全年齢で２０%程度の社会減の抑制を目指します。  
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第３節 推計結果 

前述の前提条件のもとで行った本計画の人口展望は、次の表・グラフの通りです。２０３０年

（令和１２年）までは年間３００人を超える人口減少が継続しますが、合計特殊出生率や社会減

の改善により、２０３０年（令和１２年）以降は年間３００人未満の人口減少に抑制ができるものと

見込みます。 

本計画の数値目標を、推計結果における本市の総人口として、２０３０年（令和１２年）に約

9,600 人、2035 年（令和 17 年）に約 8,300 人とします。 

 

推計結果の比較 

 
2025 年 

（令和７年） 

2030 年 

（令和１２年） 

2035 年 

（令和 17 年） 

2040 年 

（令和２２年） 

2050 年 

（令和３２年） 

2060 年 

（令和４２年） 

自然体推計（人） 11,263 9,589 8,042 6,669 4,459 2,954 

高齢化率（％） 52.2 53.7 54.6 57.7 63.1 65.5 

本計画の人口展望（人） 11,263 9,624 8,260 7,015 4,944 3,465 

高齢化率（％） 52.2 53.6 53.7 55.8 58.7 58.5 

※２０２５年（令和２年１０月１日）は住民基本台帳の実績。 
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649 469 404 387 378 319 252 193 

4,730 
4,001 

3,417 
2,711 

2,128 
1,724 1,448 1,246 

5,884 

5,154 

4,439 

3,917 

3,389 

2,901 
2,458 

2,026 

11,263 

9,624 

8,260 

7,015 

5,895 

4,944 

4,158 

3,465 

52.2 53.6 53.7 55.8 57.5 58.7 59.1 58.5 

-70.0

-50.0

-30.0

-10.0

10.0

30.0

50.0

70.0

0

5,000

10,000

15,000

2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率

(人) (％)

(年)(実績)

年少人口（0～14 歳）は、２０４０年（令和２２年）には約４００人となります。その後も減少が

継続するものとみられます。 

生産年齢人口（15 歳～64 歳）も減少が継続しますが、２０５０年（令和３２年）に減少が鈍化

するものとみられます。 

高齢者人口（65 歳以上）も減少が継続し、２０６０年（令和４２年）には約 2,000 人となりま

す。なお、２０６０年（令和４２年）の高齢化率は 58.5％となり、６０％を超えることなく推移する

ことを見込みます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

  



26 

87 

107 

153 

161 

145 

124 

158 

184 

256 

330 

412 

336 

385 

450 

586 

640 

431 

255 

157 

0400800

男 67 

106 

129 

157 

127 

106 

110 

161 

217 

278 

356 

345 

382 

502 

598 

769 

594 

448 

454 

0 400 800

0～ 4

5～ 9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

女

人

71 

79 

59 

71 

73 

94 

98 

100 

110 

161 

196 

260 

334 

399 

308 

310 

283 

237 

172 

0400800

男 56 

67 

55 

61 

64 

71 

96 

90 

90 

97 

153 

215 

277 

338 

320 

336 

396 

377 

441 

0 400 800

0～ 4

5～ 9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

女

人

２０２５年（令和７年）の年齢５歳階級別人口（実績）の分布をみると、男女ともに７５～７９歳

の人口が最も多くなっています。また、男女とも 20 歳代の人口が少なく、逆ひょうたん型のよ

うな人口構造となっています。２０６０年（令和４２年）になると、男性は６５～６９歳の人口が最も

多くなっていますが、女性は 90 歳以上の人口が最も多くなり、特に女性の高齢化が顕著とな

っています。 

 

年齢５歳階級別人口の分布 

 

 

 

 

  

２０２５年（実績） ２０４０年 
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第４節 関連指標の推計 

（１）世帯 

２０２５年（令和７年）の住民基本台帳によると、本市の世帯数は 6,654 世帯となってお

り、令和２年と比べて約 500 世帯の減少となっています。 

今後も世帯数は減少すると想定され、将来の世帯数は本市の独自推計によると、２０４０

年（令和２２年）には 4,659 世帯、２０６０年（令和４２年）には 2,167 世帯になると推計され

ます。 

ひとり暮らし高齢者世帯の増加等により、２０４０年（令和２２年）までは世帯当たり人口は

減少傾向にありますが、転入世帯の増加や合計特殊出生率の改善により、増加に転じるも

のと推計されます。 

 

世帯数の将来推計 

 

※２０２０・２０２５年（９月末）は住民基本台帳の実績。 
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（２）就業人口 

２０２０年（令和２年）の国勢調査によると、本市の就業者数は 5,040 人となっており、

2015 年（平成２７年）と比べて約４５０人の減少となりました。 

今後も、人口減少とともに就業者数も減少すると想定され、将来の就業者数は本市の独

自推計によると、2040 年（令和２２年）には 3,795 人、2060 年（令和４２年）には 2,408

人になると推計されます。 

少子高齢化により、総人口に占める就業者の割合は高くなっており、2020 年（令和２年）

には人口の 38.7％だった就業者が、2040 年（令和２２年）には人口の５４.１％、2060 年

（令和４２年）には 69.5％となり、多くの高齢者が就労している状況になると推計されます。 

また、2020 年（令和２年）には第一次産業就業者数は第二次産業就業者数を下回って

いますが、2050 年（令和３２年）には逆転していると推計されます。 

 

産業別就業者の将来推計 

 

※２０２０年は国勢調査の実績。 

 

 

750 664 591 499 392

900 
750

605
444

292

3,390 

2,947

2,599

2,186

1,725

5,040

4,361

3,795

3,129

2,408

0

2,000

4,000

6,000

2020

(令和２)

2030

(令和12)

2040

(令和22)

2050

(令和32)

2060

(令和42)

第一次産業就業者 第二次産業就業者 第三次産業就業者

(年度)

(人)



 

土佐清水市人口ビジョン【令和８年度版】 

令和８年３月 

土佐清水市 企画財政課 

〒787-0392 高知県土佐清水市天神町 11-2 

電話 0880-82-1217 FAX 0880-82-2882 

 


